








































































































































































































































































































































































i常勤・複数 hじl~外kた規〉規部a喫模監中会会査芳社社を説の強の集会制ほほ社かか〈に，，七つf適5F意き)用.， な(三し0(七. 強制
簡易な
























































3， a)複数の監査役は監査役会を設けることはどうか(三， 3， b)。
(iv) 計算・公開 計算書類の会社や登記所での公開(七， 2， 3)はどう
か，とL、う点とともに，資本準備金及び繰延資産に包括規定を設けるかど






決議を要し(九， 1)， 正当な理由なく 1年以上営業休止したときは解散










































































































































































































































































































































































ず ( i )，合併においては商法第284条ノ 2の規定は適用されず，移転純
財産の範囲内で資本増加できるものとし，新株発行なくば資本増加しない
こともできるが， ( ii)，この定めで，債務超過会社との合併ができないこ



















































































































































































解散請求され(九， 2， b)， なお， 営業蕗止の登記を行なわなければ解
散したものとみなされる(第406条ノ 3)ことにもなるわけである。
そこで，実際界の要望に副う債務超過子会社の救済には，このような編
入制度の新設によるべきものと思われる。だが，かかる子会社は，債務超ろ
過の場合でも，会計上は，わが国の連結財務諸表制度によって， すでに O
(その重要性規準を充たしておれば〉連結子会社として親会社の連結利益
から控除されているが， (重要性が乏しくとも〕持分法適用会社として，
その欠損が持分法による投資損益で処理されているのである。 したがっ
九
九
36 J1.教経済学研究第38巻4号 (1985年〉
アて，この場合，連結会計上その欠損処理の計算では合体されてし、る。だが
税法上はそうした連結の税効果会計を認めておらず，その欠損処理の実効
がないので，当面は，その債務弁済の連帯責任を負って，債務超過の状態
をカバーしようとするのが編入制度の役割となる。もとより，親会社の留
保利益で子会社株式の欠損てんぽ規定を加えることで，これを消去しよう
とするのが子会社救済合併の要望ということであったが，そうした合併が
認められない以上は，法律上も「法人格を異にするが，責任，計算を共通
にするような企業結合を会社法上の制度として認めるかどうかを検討し，
それが肯定されれば， さらにその構造について詳細な検討をすることで考
えるべきであろう(もちろん，企業結合法の問題として，改めて検討する
との考え方もあろう)J(稲葉解説， 1010号， 31頁)ということになるわけで
ある。
かくして，合併法規改正の問題点を検討Aしてきた結果，編入制度の問題
を械に，改めて合併会計と連結会計との関連を問い直し，実務的ιも，理
論的にも両者の会計基準の整合性を吟味して，子会社株式の取得(支配〉
における会計処理の意義と役割をも浮き彫りし，合併，連結，そして編入
の制度をめぐって，企業結合の法と会計の「あり方」を確めてみることが
必要となったのである。以下，次号においては，設例を用いて，そうした
点をさらに具体的にとりあげることとしたL、
〈以下，次号〉
